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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 1,585 △15.0 356 △19.8 374 △17.8 245 △13.3

2021年3月期第1四半期 1,864 96.0 444 507.5 455 538.7 283 607.1

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　238百万円 （△27.5％） 2021年3月期第1四半期　　329百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 25.58 ―

2021年3月期第1四半期 29.51 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期第1四半期 12,048 11,039 91.2 1,144.79

2021年3月期 12,500 11,059 88.1 1,147.63

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 10,987百万円 2021年3月期 11,014百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 15.00 ― 15.00 30.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,300 1.3 1,300 △8.7 1,350 △11.4 890 △12.9 92.73

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 10,649,000 株 2021年3月期 10,649,000 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 1,051,590 株 2021年3月期 1,051,590 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 9,597,410 株 2021年3月期1Q 9,597,535 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　上記に記載した予想数字は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を含んでおり、当社としてその実現を約束する趣
旨のものではありません。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想と異なる場合があります。

　なお、上記予想に関する事項は、添付書類の２ページを参照してください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種

を促進するなかで、景気の持ち直しの期待はあるものの、依然として厳しい状況にあります。

当社グループは、創業以来の事業であるコンテンツ事業の更なる成長に向けて、「ビジネス領域の拡大」を更に

進めつつ、それぞれのコンテンツビジネス間のシナジーを生み出し、活用することで「ヒットコンテンツ」の創出

を目指してまいります。

当第１四半期連結累計期間におきましては、Nintendo Switch向けソフト「Fit Boxing2 –リズム&エクササイズ

-」の全世界累計出荷販売本数が70万本を突破しております。

上記の取り組みの結果、売上高1,585,498千円（前年同期比15.0％減）、営業利益356,127千円（前年同期比19.8

％減）、経常利益374,588千円（前年同期比17.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益245,506千円（前年同

期比13.3％減）となりました。なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。）

等の適用により、売上高、営業利益、経常利益はそれぞれ16,273千円減少しております。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末と比較して451,363千円減少した

12,048,697千円となりました。その主な要因は、現金及び預金が484,719千円の減少となったことによるものであ

ります。

負債合計は、前連結会計年度末と比較して431,295千円減少した1,008,919千円となりました。その主な要因は、

未払法人税等が218,975千円及び流動負債のその他が180,902千円の減少となったことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末と比較して20,067千円減少した11,039,778千円となりました。その主な要因は、そ

の他有価証券評価差額金が14,072千円及び利益剰余金が13,183千円の減少となったことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の通期の連結業績予想は、2021年５月14日付の決算短信で公表した数値からの変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,923,883 7,439,164

売掛金 1,366,058 1,413,582

有価証券 3,212 3,182

商品及び製品 6,194 6,091

仕掛品 8,226 11,471

原材料及び貯蔵品 2 2

その他 312,981 379,647

貸倒引当金 △4,528 △2,264

流動資産合計 9,616,030 9,250,878

固定資産

有形固定資産 42,981 43,390

無形固定資産 35,428 34,208

投資その他の資産

投資有価証券 2,226,040 2,205,728

破産更生債権等 120,009 119,868

その他 582,980 517,892

貸倒引当金 △123,409 △123,268

投資その他の資産合計 2,805,620 2,720,220

固定資産合計 2,884,030 2,797,819

資産合計 12,500,060 12,048,697

負債の部

流動負債

買掛金 24,956 37,588

営業未払金 555,557 500,433

未払法人税等 268,334 49,358

賞与引当金 ― 13,500

返品調整引当金 1,141 ―

その他 586,366 405,464

流動負債合計 1,436,356 1,006,344

固定負債 3,858 2,575

負債合計 1,440,215 1,008,919

純資産の部

株主資本

資本金 2,669,000 2,669,000

資本剰余金 2,466,023 2,466,023

利益剰余金 6,545,386 6,532,203

自己株式 △622,652 △622,652

株主資本合計 11,057,757 11,044,574

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △43,412 △57,484

その他の包括利益累計額合計 △43,412 △57,484

非支配株主持分 45,500 52,688

純資産合計 11,059,845 11,039,778

負債純資産合計 12,500,060 12,048,697
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 1,864,707 1,585,498

売上原価 661,200 583,726

売上総利益 1,203,507 1,001,771

返品調整引当金繰入額 920 ―

差引売上総利益 1,202,587 1,001,771

販売費及び一般管理費 758,478 645,644

営業利益 444,108 356,127

営業外収益

受取配当金 15,791 13,242

その他 4,258 5,311

営業外収益合計 20,050 18,554

営業外費用

支払利息 29 18

投資事業組合運用損 ― 74

為替差損 8,678 ―

その他 18 ―

営業外費用合計 8,726 92

経常利益 455,431 374,588

税金等調整前四半期純利益 455,431 374,588

法人税、住民税及び事業税 42,933 50,497

法人税等調整額 99,206 71,396

法人税等合計 142,140 121,894

四半期純利益 313,291 252,694

非支配株主に帰属する四半期純利益 30,024 7,187

親会社株主に帰属する四半期純利益 283,266 245,506
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 313,291 252,694

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 15,972 △14,072

その他の包括利益合計 15,972 △14,072

四半期包括利益 329,264 238,622

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 299,239 231,434

非支配株主に係る四半期包括利益 30,024 7,187
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。当社グ

ループは、返品権付きの販売について、従来は、売上総利益相当額に基づき返品調整引当金を計上しておりま

したが、返品されると見込まれる商品又は製品については、変動対価に関する定めに従って、販売時に収益を

認識せず、当該商品又は製品について受け取った又は受け取る対価の額で返金負債を認識する方法に変更して

おります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より

前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、

その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ16,273千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は18,754千円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示して

いた「返品調整引当金」は、当第１四半期連結会計期間より「返金負債」として、重要性が低いため「その

他」に含めて表示することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、

前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四

半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

(時価の算定に関する会計基準の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。
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